
法

規

的

告

示

そ

の

他

告

示

別
表
（
適
格
消
費
者
団
体
名
簿
）

適
格
消
費
者
団
体
の
名
称

適
格
消
費
者
団
体
の
住
所

差
止
請
求
関
係
業
務
を
行
う

事
務
所
の
所
在
地

認
定
の
有
効
期
間
の

更
新
を
し
た
日

特
定
非
営
利
活
動
法
人
佐

賀
消
費
者
フ
ォ
ー
ラ
ム

佐
賀
市
神
野
東
四
丁
目
１

番
31

103
号
ア
パ
ー
ト
メ

ン
ト
12

佐
賀
市
神
野
東
四
丁
目
１
番

31

103
号
ア
パ
ー
ト
メ
ン
ト

12

令
和
七
年
四
月
十
日

令和年月日 月曜日 第号官 報

〇
外
務
省
告
示
第
百
七
十
八
号

令
和
五
年
八
月
三
日
に
ド
ゥ
シ
ャ
ン
ベ
で
、
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
海
外
協
力
隊
の
派
遣
に
関
す
る
次
の
書
簡
の
交
換
が
タ
ジ
キ

ス
タ
ン
共
和
国
政
府
と
の
間
に
行
わ
れ
た
。

こ
の
交
換
公
文
は
、
令
和
六
年
一
月
三
日
に
効
力
を
生
じ
た
。

令
和
七
年
五
月
十
二
日

外
務
大
臣

岩
屋

毅

〇
国
土
交
通
省
告
示
第
三
百
六
十
六
号

刑
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法
律
第
六
十
七
号
）
及
び
刑
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行

に
伴
う
関
係
法
律
の
整
理
等
に
関
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法
律
第
六
十
八
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
建
築
士
法
施
行
規
則

第
十
七
条
の
十
八
の
規
定
に
基
づ
き
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
要
件
等
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示
を
次
の
よ
う
に
定
め

る
。

令
和
七
年
五
月
十
二
日

国
土
交
通
大
臣

中
野

洋
昌

建
築
士
法
施
行
規
則
第
十
七
条
の
十
八
の
規
定
に
基
づ
き
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
要
件
等
の
一
部
を
改
正
す

る
告
示

次
に
掲
げ
る
告
示
の
規
定
中
「
禁
錮
」
を
「
拘
禁
刑
」
に
改
め
る
。

一

建
築
士
法
施
行
規
則
第
十
七
条
の
十
八
の
規
定
に
基
づ
き
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
要
件
（
平
成
十
三
年
国
土

交
通
省
告
示
第
四
百
二
十
号
）
第
二
号

二

住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
事
業
者
団
体
登
録
規
程
（
平
成
二
十
六
年
国
土
交
通
省
告
示
第
八
百
七
十
七
号
）
第
七
条
第

一
項
第
一
号
ハ

三

家
賃
債
務
保
証
業
者
登
録
規
程
（
平
成
二
十
九
年
国
土
交
通
省
告
示
第
八
百
九
十
八
号
）
第
六
条
第
一
項
第
三

号
附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
告
示
は
、
刑
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
令
和
七
年
六
月
一
日
。
次
項
に
お
い
て
「
刑
法

施
行
日
」
と
い
う
。）か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

刑
法
施
行
日
以
後
に
お
け
る
刑
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
刑
法
（
明
治
四

十
年
法
律
第
四
十
五
号
。
以
下
「
旧
刑
法
」
と
い
う
。）第
十
二
条
に
規
定
す
る
懲
役
（
以
下
「
懲
役
」
と
い
う
。）又

は
旧
刑
法
第
十
三
条
に
規
定
す
る
禁
錮
（
以
下
「
禁
錮
」
と
い
う
。）に
処
せ
ら
れ
た
者
に
係
る
改
正
後
の
各
規
定
の

適
用
に
つ
い
て
は
、
無
期
の
懲
役
又
は
禁
錮
に
処
せ
ら
れ
た
者
は
そ
れ
ぞ
れ
無
期
拘
禁
刑
に
処
せ
ら
れ
た
者
と
、
有

期
の
懲
役
又
は
禁
錮
に
処
せ
ら
れ
た
者
は
そ
れ
ぞ
れ
刑
期
を
同
じ
く
す
る
有
期
拘
禁
刑
に
処
せ
ら
れ
た
者
と
み
な

す
。

〇
金
融
庁
告
示
第
五
十
九
号

銀
行
法
（
昭
和
五
十
六
年
法
律
第
五
十
九
号
）
第
五
十
二
条
の
六
十
一
の
七
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
電
子
決

済
等
代
行
業
者
に
係
る
電
子
決
済
等
代
行
業
の
登
録
が
そ
の
効
力
を
失
っ
た
の
で
、
同
法
第
五
十
六
条
第
二
十
号
の
規

定
に
基
づ
き
、
告
示
す
る
。

令
和
七
年
五
月
十
二
日

金
融
庁
長
官

井
藤

英
樹

一

登
録
番
号

関
東
財
務
局
長
（
電
代
）
第
八
十
一
号

電
子
決
済
等
代
行
業
者
名

株
式
会
社
マ
ネ
ー
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ズ

主
た
る
営
業
所
又
は
事
務
所
の
所
在
地

東
京
都
港
区
南
青
山
二
丁
目
四
番
十
五
号

登
録
年
月
日

令
和
三
年
二
月
二
十
六
日

失
効
年
月
日

令
和
七
年
三
月
十
八
日

二

登
録
番
号

関
東
財
務
局
長
（
電
代
）
第
百
十
八
号

電
子
決
済
等
代
行
業
者
名

株
式
会
社
Ｍ
Ｊ
Ｓ

Ｆ
ｉ
ｎ
ａ
ｎ
ｃ
ｅ
＆
Ｔ
ｅ
ｃ
ｈ
ｎ
ｏ
ｌ
ｏ
ｇ
ｙ

主
た
る
営
業
所
又
は
事
務
所
の
所
在
地

東
京
都
新
宿
区
四
谷
四
丁
目
二
十
九
番
一
号

登
録
年
月
日

令
和
五
年
六
月
三
十
日

失
効
年
月
日

令
和
七
年
二
月
二
十
八
日

〇
消
費
者
庁
告
示
第
三
号

消
費
者
契
約
法
（
平
成
十
二
年
法
律
第
六
十
一
号
）
第
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
別
表
に
掲
げ
る
者
に
つ

い
て
適
格
消
費
者
団
体
の
認
定
の
有
効
期
間
の
更
新
を
し
た
の
で
、
同
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
準
用
す
る
同
法
第
十

六
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
公
示
す
る
。

令
和
七
年
五
月
十
二
日

消
費
者
庁
長
官

新
井
ゆ
た
か

〇
法
務
省
告
示
第
八
十
五
号

公
証
人
法
（
明
治
四
十
一
年
法
律
第
五
十
三
号
）
第
七
条
ノ
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
公
証
人
に
電

磁
的
記
録
に
関
す
る
事
務
を
行
わ
せ
る
。

こ
の
告
示
は
、
告
示
の
日
か
ら
効
力
を
生
ず
る
。

令
和
七
年
五
月
十
二
日

法
務
大
臣

鈴
木

馨
祐

京
都
地
方
法
務
局
所
属

古
賀

栄
美

〇
外
務
省
告
示
第
百
七
十
六
号

令
和
三
年
七
月
二
十
日
に
ア
ピ
ア
で
、
独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構
関
係
の
債
務
救
済
措
置
（
債
務
支
払
猶
予
方

式
）
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
サ
モ
ア
独
立
国
政
府
と
の
間
の
令
和
三
年
三
月
三
日
付
け
の
交
換
公
文
に
従
っ
て
と
ら

れ
る
こ
と
に
な
っ
た
債
務
救
済
措
置
に
係
る
関
係
債
務
の
支
払
を
猶
予
す
る
期
間
が
令
和
三
年
六
月
三
十
日
ま
で
延
長

さ
れ
る
旨
の
口
上
書
の
交
換
が
、
サ
モ
ア
独
立
国
政
府
と
の
間
に
行
わ
れ
た
。

令
和
七
年
五
月
十
二
日

外
務
大
臣

岩
屋

毅

〇
外
務
省
告
示
第
百
七
十
七
号

令
和
三
年
十
二
月
二
十
四
日
に
ア
ピ
ア
で
、
独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構
関
係
の
債
務
救
済
措
置
（
債
務
支
払
猶

予
方
式
）
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
サ
モ
ア
独
立
国
政
府
と
の
間
の
令
和
三
年
三
月
三
日
付
け
の
交
換
公
文
に
従
っ
て

と
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
債
務
救
済
措
置
に
係
る
関
係
債
務
の
支
払
を
猶
予
す
る
期
間
（
令
和
三
年
七
月
二
十
日
付
け

の
口
上
書
に
よ
り
令
和
三
年
六
月
三
十
日
ま
で
延
長
さ
れ
た
）
が
令
和
三
年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で
延
長
さ
れ
る
旨
の

口
上
書
の
交
換
が
、
サ
モ
ア
独
立
国
政
府
と
の
間
に
行
わ
れ
た
。

令
和
七
年
五
月
十
二
日

外
務
大
臣

岩
屋

毅

〇
外
務
省
告
示
第
百
七
十
五
号

令
和
七
年
三
月
十
四
日
に
マ
プ
ト
で
、
円
借
款
の
供
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
モ
ザ
ン
ビ
ー
ク
共
和
国
政
府
と
の

間
の
平
成
二
十
七
年
五
月
十
四
日
付
け
の
交
換
公
文
に
従
っ
て
モ
ザ
ン
ビ
ー
ク
共
和
国
政
府
に
供
与
さ
れ
る
こ
と
に

な
っ
た
ナ
カ
ラ
港
開
発
計
画
（
Ⅱ
）
の
実
施
に
係
る
円
貨
に
よ
る
借
款
の
支
出
期
間
（
令
和
三
年
十
二
月
二
日
付
け
の

口
上
書
に
よ
り
令
和
六
年
十
二
月
七
日
ま
で
延
長
さ
れ
た
。）が
モ
ザ
ン
ビ
ー
ク
共
和
国
政
府
と
独
立
行
政
法
人
国
際
協

力
機
構
と
の
間
の
取
決
め
に
よ
り
令
和
九
年
十
月
七
日
ま
で
延
長
さ
れ
る
旨
の
口
上
書
の
交
換
が
、
モ
ザ
ン
ビ
ー
ク
共

和
国
政
府
と
の
間
に
行
わ
れ
た
。

令
和
七
年
五
月
十
二
日

外
務
大
臣

岩
屋

毅


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